
令和８年９月

木材の合理的な価格形成に向けて

【資料４】



現状と課題
林業・木材産業においては、各種コストの上昇が続く一方、住宅分野における木材需要の減少等により、再造林経費を含む
必要なコストを価格に転嫁しにくい状況。

また、木材の取引においては、価格の決定主体は購入者側であることが多く、価格決定時に育成コストがほとんど意識さ
れていないほか、売り手側に不合理・不利益な商慣習も存在している。

立木価格が低迷している中で、売り手と買い手の双方が木材の価値やコストを認識し、合理的な価格形成を進めていくこ
とは、再造林をはじめとした持続的な林業経営の実現に向けては重要。

 購入価格決定時に考慮する事項
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資料：林野庁調べ（R6）

 受注者にとって不合理・不利益な商慣習

• 本調査の回答者数776者のうち152者（約２割）が、発注者から
不当に不利益を与えられたとされる事例を報告。
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発注者から不当に不利益を与えられたとされる事例

資料：林野庁調べ（R６）

※造林初期費用は、1haの地拵、植栽、下刈、獣害対策に必要な額ついて、令和５年度標準単価及び農林水産省「森林組
合一斉調査」より試算（スギ3,000本/ha植栽、下刈５回、獣害防護柵400m、造林費に占める委託手数料の割合
11%）。

※素材出材量は、スギ人工林（50年生）の蓄積（600㎥/ha）に、立木の利用歩留まり（75%）を乗じて算出。
※補助金は、公共事業における主な補助率68％を用いて算出（地域によっては地方公共団体等による支援がある場合

もある）。
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※あくまで統計等を用いて試算した全国平均値
※林況、基盤整備状況、需給バランス等の要因により変動することに留意

 森林所有者（造林者）視点の負担の現状
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森林・林業基本計画（令和8年6月5日 閣議決定）（抜粋）

３ 林産物の供給及び利用の確保に関する施策

（１）強靱な国産材サプライチェーンの構築

イ 持続可能な木材取引の推進

木材を持続的に供給及び調達できるようにするためには、市場の変化に柔軟に対応できる

体制を構築するとともに、木材に係るコスト構造の関係者間での共有と理解醸成を進める必

要がある。

このため、木材の需給バランスの確保に向け、需給情報の共有や各流通段階におけるスト

ック機能の強化を進めるとともに、国有林野事業における地域の市況等を踏まえた供給調整

を適切に実施する。

特に、木材に係るコスト構造の整理や立木価格の公表等の円滑な価格交渉に向けた情報の

整理や共有、「林業・木材産業における適正取引推進ガイドライン」（令和７年11月林野庁策定

）に基づく商慣習の見直し等を進める。あわせて、企業等の環境貢献に対する意識の高まり

に対応し、クリーンウッド法の情報伝達等により、合法性に加え、森林経営計画や森林認証等

に基づく取組状況の共有を促進するなど、持続可能な木材取引に向けた条件整備を図る。

こうした取組等を、川上から川下まで幅広く様々な関係者が参加する需給情報連絡協議会

により普及すること等を通じて、木材の販売側と購入側の双方におけるコスト構造の理解や

、合法性及び持続性の市場への訴求を促進し、合理的な価格形成が図られるサプライチェー

ンの構築へと結びつけていく。
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（参考）森林・林業基本計画（持続的な木材取引の推進）



１．円滑な価格交渉に向けた情報の共有

適切な価格交渉を実施するには、コストデータの整理が有効であることから、木材の生産・流通に係るコスト構造や立木価

格の公表等、円滑な価格交渉に向けた情報の整理や共有を進め、合理的な価格形成が行われる取引環境の整備を進める。

 立木価格の相場観形成

• 国有林野事業では、民有林における適切な立木取引に資する取組として、各森
林管理局において、立木公売物件の販売結果を公表。

物件
所在地

伐採
方法

林齢
面積
(ha)

樹種
本数
(本)

材積
(㎥)

最高
入札
価格

(万円)

矢神嶽
国有林
49に1
林小班

皆伐 62 3.18
スギ
外

2,0332,135 741

公開している物件情報の抜粋（東北森林管理局の例）
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0

20

40

60

80

100

その他
運送費
水道光熱費
労務費
原材料費

• 順次、全国・地域単位で、製材、合板、集成材等のコスト構造を見える化し
ていく予定。

• 川上から川下の関係者間で共有し、コスト構造に対する理解の醸成を図る。

 木材流通の各段階におけるコスト構造の調査・分析、共有

 適切な価格交渉の実施

（取組例）優越的地位を利用した買いたたきの排除、適切な価格転嫁

のための生産コスト（製品原価、運賃、労務費等）・業界動向の把

握や交渉 等

燃料費や運賃が高騰
しているので単価を
上げてください

なるほど
ではこの価格では
どうですか？

客観的な原価
データをそろえて
交渉ができたぞ

世の中の流れを
踏まえると
これは断れないな

※作成イメージ

• コスト上昇に関するデータを整理している事業者は、整理していない事
業者より価格転嫁できている傾向。

 コストデータ整理の有無による価格転嫁の状況
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資料：林野庁調べ（令和６年度の取引における価格転嫁の状況を調査）
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■ 取組内容

• 令和８年度は、北関東エリアのスギ製材品を調査対象地域・品目として、大規模・中小規模のサプ

ライチェーンそれぞれについて調査を実施する。（今後３年間で複数地域・品目で調査予定）

• 立木、原木生産、原木流通、製品加工、製品流通、プレカットの６段階を対象に、アンケートやヒアリ

ング等により費目別コスト構造を把握する。

• 調査結果を基に、段階別・規模別の標準的なコスト構造を整理・見える化するとともに、各都道府

県・地域において同様の分析・整理が実施できるよう、コスト構造の整理・分析手法の標準化を検

討。

• コスト構造調査結果について、需給情報連絡協議会等を通じて、川上から川下の関係者間で共有

し、コスト構造に対する理解の醸成を図る。

〇 令和８年度から、合理的な価格形成や価格転嫁を促進するため、木材サプライチェーンに

おけるコスト構造を整理・可視化し、関係者間で共有する取組を開始。

（参考）木材流通の各段階におけるコスト構造の共有の取組



（円/製材m3）

原木○m3 換算立木○m3 換算 製材１m3 換算
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立木（コスト） 立木（価格） 素材生産 原木流通 木材加工 製品流通 プレカット

内部コスト

原材料費

・人件費
うち 製材
うち 乾燥・仕上

・減価償却費
うち 製材
うち 乾燥・仕上

・燃料費
・水道光熱費
・運搬費
うち 原木入荷
うち 製品出荷

・その他
・管理費
・・・

・人件費
・減価償却費
（機械設備）
・燃料費
・水道光熱費
・管理費
・・・

・人件費
うち 設計・データ
うち プレカット

・製品購入費
・減価償却費（機械設備）
うち 設計・データ
うち プレカット

・燃料費
・水道光熱費
・運搬費（製品出荷）
・管理費
・・・

・人件費
・減価償却費
（機械設備）
・燃料費
・水道光熱費
・管理費
・・・

・人件費
うち 伐木・造材
うち 集材

・立木購入費
・減価償却費
（機械設備）
・燃料費
・運搬費（原木出荷）
・管理費
・・・

・地拵費
・植栽費
・下刈費
・獣害対策費
・除伐費
・保育間伐費
・・・

コスト構造調査結果のイメージ① ※農産物・食品の事例等も踏まえて検討
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業界団体

国

事業者

林業・木材産業における適正取引推進ガイドライン

自主行動計画に定める「取引適正化」及び「付加価値
向上」に向けた行動を遵守

記載例

・取引企業間で十分な協議を行った上での合理的な
価格決定

・コスト増加時における価格転嫁に向けた協議の場
の設定、適切な価格転嫁 等

ガイドライン等を踏まえて「取引適正化」及び「付
加価値向上」に向けた自主行動計画を策定

※全国木材組合連合会・全国木材協同組合連合会（共同
策定）（R7.12.25）、全国森林組合連合会（R8.2.25）
において作成

２．適正取引ガイドラインに基づく商慣習の見直し

 2025年11月、木材の価格転嫁・取引適正化に向けて、「林業・木材産業における適正取引推進ガイドライン」を策定。

 ガイドラインでは、木材取引の実態を踏まえ、価格転嫁を阻害する商慣習の是正に向けて、望ましい取引の在り方等を整理。

 適正取引の推進に向けては、各事業者が本ガイドラインや業界団体が定める自主行動計画を遵守することが重要。

（取適法違反の恐れ）

・協議に応じない一方的な代金決定

・買いたたき

× 問題となり得る事例

コスト上昇分を取引価格に転嫁するため、発注者

に価格交渉を申し入れたが、一方的に従前の価格で

の取引を行うことが決められた。

○ 望ましい取引の在り方

経費動向などを踏まえた明確な算出根拠に基づ

いて、受注者と発注者が十分に協議を行い、合理

的な取引価格を設定することが望ましい。

一方的な取引価格の決定

× 問題となり得る事例

品質・ロットの異なる他社との取引事例を引き

合いに出されて値引き要求を受け、今後の取引を

考慮して応じざるを得なかった。

○ 望ましい取引の在り方

取引金額の根拠を発注者に確認するとともに、

品質や原価等の条件を加味しながら、明確な算出根

拠に基づいて合理的な取引価格を設定することが望

ましい。

著しく低い価格による取引

（取適法違反の恐れ）

・買いたたき

・協議に応じない一方的な代金決定

 ガイドラインの概要
・策定の背景
林業・木材産業においては、各種コストの上昇が続く一方、住宅分野における木材需要の減少

等により、再造林経費を含む必要なコストを価格に転嫁しにくい状況。木材を持続的・安定的に
供給していくためには、サプライチェーンの各段階における価格転嫁に業界全体で取り組んでい
く必要。

・主な内容
ガイドラインでは、林業・木材産業に関連する取引事例を13項目に分類し、「問題となり得る事

例」、「関連法規（独禁法及び取適法）」、「望ましい取引の在り方」等を整理。

・主な問題となり得る事例及び望ましい取引の在り方（ガイドラインから抜粋）

 各業界団体・事業者における取組推進
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ガイドライン
パンフレット
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３．需給情報連絡協議会等による合理的な価格形成に向けた取組の普及

国産材の安定供給体制の構築に向けて、川上から川下まで幅広く様々な関係者が⽊材等の需給情報の収集・共有を図る

ため、需給情報連絡協議会を開催。中央団体等を構成員とする中央協議会と、地域の主要事業者等を構成員とする７つの
地区別協議会から構成。

コスト構造や適正取引推進ガイドラインの他、企業等の環境貢献に対する意識の高まりに対応した情報伝達等、持続可能
な木材取引に向けた取組を、川上から川下までの幅広い関係者が相互理解することで、合理的な価格形成が図られるサプ
ライチェーンの構築を進めていく。

北海道地区

東北地区

関東地区

 開催状況（中央協議会）

令和６年度

• 適正な木材価格の形成に関する事前アンケートと意見交換を
実施。

令和７年度

• 価格転嫁・取引適正化に関する事前の実態調査と、適正取引
推進ガイドライン、合法性・持続性に配慮した木材調達等に関
する意見交換を実施。

中部地区

近畿中国地区

四国地区
九州地区

・素材生産業者
・森林組合
・苗木生産者
・木材流通業者（原木市場、商社）
・木材加工業者
・製紙・パルプ事業者

・木質バイオマス発電事業者
・建設事業者
・都道府県
・森林管理局
・学識経験者

 地区別協議会構成員
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■ 取組内容

① 需給見通しに関する定期アンケート

・ 需給変動の早期把握等を目的として、地域の川上から川下までの事業者を対象に、需給見通しに

関する定期的なアンケート調査（６月期、12月期の年２回）を実施し、その結果を公表。

・ 令和８年9月に、同年６月期のアンケート結果を公表。【協議会資料２】

② 木材需給モニタリングレポート

・ 木材価格が短期間で大きく変動した際に、価格動向や需給状況、その背景などを、データや関係者

への聞き取りに基づいて分析し、公表。

・ 令和８年８月に、同年３月以降のヒノキ原木価格の下落状況や、その背景となった需給動向の分析

結果を公表。【協議会資料１の参考資料】

○ 林野庁では、需給や価格動向を把握・分析し、需給情報連絡協議会等を通じて、素材生産

事業者、原木市場・共販所、製材工場などの関係者へ適時・適切に提供していく。

○ 関係者が需給動向を共有し、合理的な価格形成や、今後の生産・出荷・調達などに関する

適切な経営判断を行うための参考情報として活用されることを期待。
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（参考）需給や価格動向の把握・分析、共有
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